
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 

 

 

基本施策３－１ 地域福祉を充実させる 

基本施策３－２ 障害者福祉を充実させる 

基本施策３－３ 高齢者支援を充実させる 

基本施策３－４ 健康づくりを推進する 

基本施策３－５ 男女共同参画社会を実現させる 
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基本施策 具体的な施策

基本政策３　誰もが生き生きと暮らすために

②男女の人権尊重と暴力の根絶を推進する

②地域住民による支え合い活動を推進する

②地域での障害福祉サービス・相談支援体制を充実させる

１地域福祉を充実させる ①地域福祉活動への市民参加を促進する

２障害者福祉を充実させる ①障害に対する理解を促進する

④生活保護世帯の自立を支援する

③相談・支援体制を充実させる

③生活習慣病の発症予防・重症化予防を推進する

③介護保険の適正な運営を推進する

４健康づくりを推進する

３高齢者支援を充実させる ①高齢者の社会参加を促進する

５男女共同参画社会を実現させる

③あらゆる分野への男女共同参画を推進する

④医療給付を適正化する

⑤国民健康保険を健全に運営する

②地域包括ケアシステムを構築する

②妊娠期から子育て期にわたり切れ目なく支援する

①男女共同参画の意識づくりと環境整備を推進する

①ライフステージに応じた健康づくりを推進する
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基本施策３-１ 地域福祉を充実させる 

 

地域の自治会加入者が減少するなか、新住民と旧住民、世代間での交流機会が減る傾向にあ

り、また、少子高齢化や核家族化がさらに進み、高齢者のみの世帯が増加しています。 

こうした中、地域福祉においては、災害時における助け合いや、住み慣れた地域で自分らし

い生活を続けられる支援体制の構築など、人と人とのつながりや地域による相互扶助がより求

められています。 

また、社会・経済情勢の急激な変化によって、若年者からの生活困窮の相談も増加傾向にあ

ります。特に近年は、非正規雇用の割合の増加など、就労により十分な収入が得られないため、

生活が困窮するケースも少なくありません。 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）については、相談件数が増加しており、その内容も複雑・多様

化していることから、相談・支援体制の充実が求められています。 

1,675
1,656

1,793

1,721

1,400

1,600

1,800

2,000

H23 H24 H25 H26

ボランティアセンター登録者数 

現状 

課題 具体的な施策 

市民主体の地域福祉の推進 

住み慣れた地域で安心して暮らしていくた
めの地域社会づくり 

相談件数の増加と相談内容の複雑・多様化へ
の対応 

被保護者の稼働能力の活用 

①地域福祉活動への市民参加を促進する 

②地域住民による支え合い活動を推進する 

③相談・支援体制を充実させる 

④生活保護世帯の自立を支援する 

690
744 776 790

1,0491,040
1,009

942

8.00 8.57 8.85 8.95

0

500

1,000

H23 H24 H25 H26

5.00

10.00

15.00

20.00

保護世帯数 保護者数 保護率

生活保護受給者数 
（世帯・人） （人） 

ＤＶ予防教育の充実と相談窓口の周知 

（‰） 

◆市社会福祉協議会 

◆厚生労働省：福祉行政報告例 

生活困窮者への支援 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

地域福祉活動 

への市民参加を 

促進する 

・市民等との協働による地域福祉の 

推進 

・ボランティアの育成支援 

ボランティア

センター登録

者数 
1,675人 2,000人 社会福祉課 

② 

地域住民による 

支え合い活動を 

推進する 

・多様な主体による重層的な生活支援 

が提供できる体制整備 

・災害時の避難行動要支援者支援体制 

の整備 

地域住民助け

合い活動団体

数 

0団体 50団体 
高齢福祉課 

社会福祉課 

③ 
相談・支援体制を 

充実させる 

・悩みごと困りごと相談窓口の設置 

及び充実 

・自立相談員による相談支援 

・自立相談支援及び家計相談支援 

・ＤＶ被害者支援・相談体制の充実 

悩みごと困り

ごと相談窓口

設置数 

３か所 ５か所 
社会福祉課 

子育て支援課 

④ 
生活保護世帯の 

自立を支援する 

・ハローワークとの連携強化 

・就労支援員による相談支援 

生活保護世帯

の自立件数 
18件／年 25件／年 社会福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人と人とがつながりを深め、相互に助け合い、住み慣れ

た地域で自分らしく自立した生活を続けられるまちになっ

ています。 

目指すまちの姿 

関連する計画 
第３期地域福祉計画・地域福祉活動計画（平成 29～33年度） 

第２次配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護等に関する基本計画（平成 29～33年度） 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 
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基本施策３-２ 障害者福祉を充実させる 

 

障害や障害者への住民の理解は徐々に広まっていますが、社会的な誤解や偏見、障害や障害

者に対する無関心は依然として存在しています。このような中、地域社会において障害者に対

する理解を深めることが求められています。 

障害者が地域で自分らしく安心して暮らしていくためには、障害福祉サービス等を適切に利

用していく必要があります。しかし、多様化する福祉ニーズに対応するため充実が図られてき

た福祉サービスは制度が複雑となっているため、個人の障害特性や生活リズムに適したサービ

スに結びつけるための身近な相談支援機能の充実は不可欠です。 

また、地域生活においては、グループホームなどの居住支援や日中の活動場所となる事業所

の充実、さらに、養護者と障害者の高齢化に伴う不安に対する対策が求められています。 

障害福祉サービスを利用している 

障害者の割合 

現状 

課題 具体的な施策 

障害に対する偏見や差別の解消 

地域生活支援体制の充実 

当事者及び保護者の高齢化対策の実施 

①障害に対する理解を促進する 

②地域での障害福祉サービス・相談支援体制
を充実させる 

7.3
8.5 8.2

9.5

4.8

3.02.92.6

0

5

10

15

H23 H24 H25 H26

介護給付サービス 訓練等給付サービス

（％） 

相談支援体制の充実 

◆社会福祉課調べ 

障害者手帳交付者数 

◆社会福祉課調べ 

（Ｈ２５～２６に住民基本台帳との突合により  

死亡者等を削除したため減少しています） 

4,253 4,383 4,513
4,293

815787743696

4624343412870

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H23 H24 H25 H26

身体障害者手帳 療育手帳 精神保健福祉手帳

（件） 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

障害に対する 

理解を 

促進する 

・障害者差別解消法※の普及啓発 

・障害者の社会参加の促進 

・障害者団体へのＰＲ活動 

障害者差別解

消等研修延べ

参加者数 

0人 1,000 人 社会福祉課 

② 

地域での 

障害福祉 

サービス・ 

相談支援体制を 

充実させる 

・基幹型相談支援センター※の設置 

・相談支援専門員の人材育成 

・成年後見制度※の利用 

・障害福祉サービスの充実 

・緊急時受入先の確保 

介護給付サー

ビス利用者割

合 

9.5％ 12％ 社会福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 

 
障害のある人もない人も個人の尊厳が重んじられ、地域

とのつながりの中で、自立した生活を送れるまちになって

います。 
目指すまちの姿 

関連する計画 
障害者計画（第２期～第３期：平成 24～35年度） 

障害福祉計画（第４期～第６期：平成 27～35 年度） 

※障害者差別解消法：「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成25年法律第65号）の略称で、障害を理由として、

障害者でない人と比べて不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利を侵害することを禁止している。 

※基幹型相談支援センター：地域の相談支援の拠点として、総合的な相談を行い、事業所や関係機関との連携を通じて地域の相談支援

体制の強化を図る機関。 

※成年後見制度：障害等により判断能力が十分でない人の権利を守るため、財産管理や生活に必要な契約などの法律行為を支援したり

代理したりする制度。 
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基本施策３-３ 高齢者支援を充実させる 

 

本市の６５歳以上の人口割合は、平成２７年１０月１日現在で２４.１％です。平成３７

（2025）年の推計（第６期高齢者福祉計画）では、３０.１％と概ね３人に１人が高齢者とな

る見込みです。高齢化の進展や平均寿命の延伸に伴い、要介護（要支援）高齢者、認知症高齢

者、高齢者のみ世帯や一人暮らし高齢者、介護サービスや生活支援等の各種支援が必要な高齢

者等が増加し続けている状況にあります。 

一方で、元気で意欲のある高齢者の増加も予想されることから、いつまでも介護を必要とせ

ず健康で生きがいをもって暮らせるよう、社会活動や地域活動、健康づくりなどの様々な活動

の場所づくりや機会への参加の支援と、さらには、高齢者が社会活動や地域社会を支える担い

手として活躍できる仕組みづくりが求められています。 

「団塊の世代」が７５歳以上となる平成３７（2025）年への対応にむけて、介護が必要な状

態になっても、住まい、医療、介護、予防及び生活支援が、専門職、関係機関・団体、事業者、

地域住民等により一体的に提供される地域包括ケアシステム※の構築が求められています。 

26,764
25,591

24,333
23,303

14,68913,833
12,97912,333

23.1
22.0

20.9
20.0

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H23 H24 H25 H26

10.0

20.0

30.0

高齢者人口 前期高齢者 高齢化率

高齢者人口 

現状 

課題 具体的な施策 

高齢者が地域で交流できる場所づくりの推進 

高齢者の社会参加活動による生きがいづくり、健
康づくり及び介護予防の推進 

介護保険制度の持続可能性の確保 

身体の状況に応じた適切な介護サービスを受け
ることができる環境の確保 

①高齢者の社会参加を促進する 

②地域包括ケアシステムを構築する 

③介護保険の適正な運営を推進する 

3,564
3,766

4,095 4,224

15.816.015.515.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H23 H24 H25 H26

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

要介護（要支援）認定者数 要介護（要支援）認定率

要介護(要支援)認定者数 
（人） （人） 

高齢者の在宅生活の支援 

（％） （％） 

◆栃木県：毎月人口調査 ◆厚生労働省：介護保険事業状況報告 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

高齢者の 

社会参加を 

促進する 

・高齢者の居場所づくりの促進 

・高齢者の社会参加の促進 

介護支援ボラ

ンティアポイ

ント事業※登

録者数 

0人 200人 高齢福祉課 

② 

地域包括 

ケアシステムを 

構築する 

・介護予防・日常生活支援総合事業の 

体制整備 

・多様な主体による介護予防に取り組む 

「通いの場」の活動支援 

・高齢者の在宅生活の支援 

・認知症高齢者等にやさしい地域づくり 

の推進 

・在宅医療と在宅介護が一体的に提供 

される体制整備 

・地域包括支援センターの機能強化 

住民主体の介

護予防に取り

組む「通いの

場」の数 

0か所 40 か所 高齢福祉課 

③ 

介護保険の 

適正な運営を 

推進する 

・介護保険の計画的な運営 

・必要なサービスの確保 

・サービス事業者のサービスの向上 

要介護 100人

当たりの地域

密着型特別養

護老人ホーム

床数 

2.3 床 3.0床 高齢福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 

 
高齢者が住み慣れた地域で健やかにいきいきと暮らせる

まちになっています。 
目指すまちの姿 

関連する計画 高齢者福祉計画(第６期～第８期：平成 27～35年度) 

※地域包括ケアシステム：高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一

体的に提供される支援体制。 

※介護支援ボランティアポイント事業：65 歳以上の要介護（要支援）認定を受けていない高齢者が、市内の介護保険施設等でボランテ

ィア活動を行った場合、本人の希望により、活動実績に応じて付与されるポイントを商品券と交換することができる事業。 
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基本施策３-４ 健康づくりを推進する 

 

健康意識の向上と健康づくりの支援 

生涯にわたり健康でいきいきと暮らすためには、若いうちから健康に関心を持つことが重要

です。平成２７年度実施の「市生活習慣アンケート調査」においても、若い世代ほど健康に対

する関心が低いことから、健康的な生活習慣定着のための普及啓発活動と、市民のライフステ

ージに応じた健康づくりへの支援が求められています。 

また、成人保健においては、がん検診受診率と特定健診受診率は増加傾向にあるもののまだ

低い状態であり、がんの早期発見、早期治療や生活習慣病予防への対応が求められています。 

妊産婦支援においては、育児の不安や悩み、負担感等様々な問題を抱えている子育て中の親

が、地域において安心して出産・育児ができるよう、きめ細やかで切れ目ない支援の充実が求

められています。 

国民健康保険制度は、国民皆保険を支える重要な制度ですが、被保険者の高齢化や個人の所

得水準が伸びず、保険税収の確保が望めない一方で、医療技術の高度化、生活習慣病り患者の

増加等に伴い医療費が増加し、厳しい財政状況が続いています。そのため、保険財政の健全化

を進めるに当たり、医療費の適正化や各種保健事業の推進などによる医療費の抑制や、適正な

資格管理による保険税の確保が求められています。 

83.24

78.66

83.07

77.42
78.13

82.9282.88

77.90

70

80

90

H22男性 H22女性 H25男性 H25女性

市 県

健康寿命※ 

現状 

課題 具体的な施策 

妊娠期から子育て期の様々な不安・悩みの軽
減 

保険財政の健全化 

 
国民健康保険税の適正な賦課 

①ライフステージに応じた健康づくりを推
進する 

②妊娠期から子育て期にわたり切れ目なく
支援する 

③生活習慣病の発症予防・重症化予防を推進
する 

④医療給付を適正化する 

37,666
37,251

36,881

35,996

232,310

221,160

215,025

203,72430,000

35,000

40,000

H23 H24 H25 H26

200,000

210,000

220,000

230,000

240,000

被保険者数 一人当たり医療給付費

国民健康保険被保険者数 
（人） （歳） 

生活習慣の改善と生活習慣病の早期発見、早
期治療 
 

（円） 

⑤国民健康保険を健全に運営する 

保健事業の充実 

◆栃木県保健福祉部算定 ◆国保年金課調べ 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

ライフステージ 

に応じた 

健康づくりを 

推進する 

・健康づくりの推進 

・食育の推進 

・若い世代の健康対策 

・かかりつけ医の普及啓発 

・健康度アップ事業※の推進 

健康寿命 

男性 

78.66 歳  

女性 

83.24 歳 

（Ｈ25） 

健康寿命の

延伸 

健康増進課 

国保年金課 

② 

妊娠期から 

子育て期に 

わたり 

切れ目なく 

支援する 

・妊産婦支援 

・母子保健 

この地域で今

後も子育てを

していきたい

と思う保護者

の割合 

91.1％ 

（Ｈ27） 
95％ 健康増進課 

③ 

生活習慣病の 

発症予防・重症化 

予防を推進する 

・生活習慣病予防対策 

・がん検診の推進 

・特定健診・特定保健指導※の推進 

・重症化予防対策 

・人間ドックへの助成 

大腸がん検診

の受診率 
40.3％ 50％ 

健康増進課 

国保年金課 

④ 
医療給付を 

適正化する 

・診療報酬明細書内容の点検 

・医療費の通知 

・重複受診・重複服薬者への通知 

・後発医薬品※の普及 

後発医薬品利

用率 
67％ 80％ 国保年金課 

⑤ 
国民健康保険を 

健全に運営する 

・異動届が未届けになっている被保険者 

への届出勧奨 

異動届未提出

者処理率 
76.4％ 80％ 国保年金課 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 

 
全ての市民が健康で心豊かに生活できる元気なまちに 

なっています。 
目指すまちの姿 

関連する計画 

第３期健康いきいき２１プラン（平成 29～33 年度） 

子ども・子育て未来プラン（平成 27～31年度） 

データヘルス計画（平成 27～29年度） 

第２期特定健康診査等実施計画（平成 25～29 年度） 

※健康寿命：平均寿命から日常生活に制限のある期間の平均を除いた年数のこと。ここでは、厚生労働科学研究費補助金による「健康

寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究班」が定めた『健康寿命の算定方法の指針』及び『健康寿命の算

定プログラム』を用いて、県保健福祉部が算定した値。真の値は 95％の信頼度で信頼区間に含まれているものとみなされる。 

◆95％信頼区間 那須塩原市：男性 78.10～79.23 年、女性 82.69～83.79年(平成 25年) 

栃 木 県：男性 77.99～78.27 年、女性 82.79～83.04 年(平成 25年) 

※健康度アップ事業：メタボリックシンドロームを予防・解消して病気になりにくい体づくりを行う事業。 

※特定健診・特定保健指導：生活習慣病のもととなるメタボリックシンドロームやその予備群の人を早期発見し、改善をしてもらうために、 

40 歳以上 75歳未満を対象として行う健診と指導。 

※後発医薬品(ジェネリック医薬品)：最初に作られた薬(新薬)の特許が切れた後に作られた、新薬と同じ成分や効果を持ち安価で提供さ

れる、国の認可を受けた医薬品。 
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基本施策３-５ 男女共同参画社会を実現させる 

 

少子高齢化が進み人口減少社会に突入した状況の中、社会の多様性と活力を高め、経済発展

を維持していくことが重要となっています。そうした中、男女間の実質的な機会の平等を担保

する観点から、男女共同参画社会の実現が求められており、男女共同参画についての市民の理

解や取組が広がりつつあります。 

しかしながら、意識の中に長い時間をかけて形づくられてきた、性別に基づく固定的な役割

分担意識やそれに基づく社会慣習は、今なお存在しています。 

そのため、男女が互いにその人権を尊重し、社会のあらゆる分野において性別に関係なく、

活躍できる環境づくりが求められています。 

18.0

16.1
16.5

28.6

31.4
30.6

20.3

24.7
22.9

15

20

25

30

35

H22 H25 H27

社会全体 家庭生活 職場

「男女の地位が平等になっている」と 

感じる人の割合 
（％） 

現状 

課題 具体的な施策 

男女共同参画の理解促進 

性別による固定的な役割分担意識や社会慣
習の解消 

人権意識の醸成とＤＶ被害者への支援体制
の整備 

男女を問わず様々な地域・社会活動への参画
推進 

①男女共同参画の意識づくりと環境整備を
推進する 

②男女の人権尊重と暴力の根絶を推進する 

③あらゆる分野への男女共同参画を推進す 
 る 

12.9

10.0

7.7

5

10

15

H22 H25 H27

性別による役割固定の考え方を持つ人

「男は仕事、女は家庭」という 

考え方を持つ人の割合 
（％） 

◆市民協働推進課調べ ◆市民協働推進課調べ 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

男女共同参画の 

意識づくりと 

環境整備を 

推進する 

・男女共同参画広報紙「みいな」の発行 

・男女共同参画セミナーの開催 

・男女共同参画フォーラムの開催 

「社会全体」

で男女の地位

が平等になっ

ていると感じ

る人の割合 

16.5％ 23％ 
市民協働 

推進課 

② 

男女の人権尊重 

と暴力の根絶を 

推進する 

・セクシャル・ハラスメント防止のため 

の啓発 

・ＤＶ防止のための啓発 

夫婦間におけ

る「平手で打

つ」を暴力と

して認識する

人の割合 

68.8％ 100％ 
市民協働 

推進課 

③ 

あらゆる分野 

への男女共同 

参画を推進する 

・審議会等の男女比率の改善 

・人材育成及び団体への支援 

・男女共同参画事業者の表彰 

審議会等の委

員に占める女

性委員の割合 

28.5％ 40％ 
市民協働 

推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策３ 誰もが生き生きと暮らすために 

 
男女が対等な立場であらゆる分野の活動に参画できる 

まちになっています。 
目指すまちの姿 

関連する計画 
第３次男女共同参画行動計画（平成 29～33年度） 

第２次配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護等に関する基本計画（平成 29～33年度） 
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